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はじめに

　この論考は、1992年憲法改正がもたらした新パンチャーヤティ・ラージ制の女性枠により地方

議会でマジョリティを占める女性議員が「クリティカル・マス」を形成する上での課題を、ケー

ララ州で2009年に行われた女性議員対象の大規模調査結果１）の分析を通して検討することを目

的とする。

　ケーララ州は1996年からPeople’s Plan Campaign（以下PPC）を通し独自の分権化策を推進し、

パンチャーヤティ・ラージ省から最優秀パンチャーヤト賞を2009年2010年と続けて受賞し、イン

ドの地方分権化のフロント・ランナーの位置づけを得ている２）。女性枠や女性対象プログラム

Women’s Component Plan（以下WCP）の策定・実施においても、50％拡大枠をいち早く導入し、

WCPを通して女性の政治参加と経済的エンパワーメントを推進してきた。独自の分権化策であ

るPC実施後15年が経過して、これらを再検証する動きが研究者、州政府や関連NGOにより行わ

れている。本稿では、インドのローカル・ガヴァナンスにおける分権化と女性枠導入に伴う政治

的リーダーシップの女性化と、クリティカル・マスとしての可能性や課題を、ケーララ州におけ

る再検証の作業と州計画委員会により実施された女性議員とWCPに関する大規模調査の結果を

通して明らかにする。

インド・ジェンダー化するローカル・ガヴァナンスの課題
：ケーララ州女性議員のジェンダー意識調査を中心に
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第一章　ケーララの分権化とジェンダー・パラドクス

　地方分権化は、国際開発・協力における「良き統治―Good Governance」策の重視と相俟って、

多くのアジア･アフリカ・ラテンアメリカで1980年代から90年代にかけて導入されてきた。これ

は地方分権による資源管理と公共サービス供給の効率的向上という目的において、地方政府が政

策決定における一定の自律性を持つこと、および地域レベルにおける政策決定と執行が地域住民

の選好を反映したものになることを前提条件とした政策である。

　インドの分権化は独立後1950年代以来の導入努力により、1992年憲法改正73条74条として結実

し、開発とガヴァナンスへの住民参加、特に女性や被差別層の参加が可能となった。憲法改正時

の強調点は自治体制づくりにあり、農業、農村電化、貧困削減、都市化計画、スラム改善など、

旧来の自治範囲を大きく超えるものである。地方分権化のプロセスは文字通り各州、各自治体に

ゆだねられ極めて多様性に富んだ展開がなされている。

　本稿では、このような多岐に展開される分権化の中でも際立った実践をしてきたケーララ州を

取り上げ、ジェンダーという観点から議論を進める。ケーララ州の分権化は、1996年に開始され

たPeople’s Plan Campaign（PPC）としていち早く実現している。その最大の特徴は、各自治体

に下ろされる開発財源の35～40％を、計画策定の内容が決定していない地域レベルでの計画事業

に事前に一括補助金として留保する点にある。また留保額の10％が、ジェンダー予算として女性

向けに指定されている点を特徴としている。さらに、この事業資金の70％が、グラム・パンチャー

ヤトに配分されることから、村落ガヴァナンスに住民の参加が促される大きなきっかけをもたら

している。

　この分権化の推進においては、ローカル・ガヴァナンスの実質的な意思決定主体となった三層

のパンチャーヤト（村・郡・県パンチャーヤト）と、留保枠による女性議員の誕生が、SC/ST

枠選出議員も含めて、旧来のガヴァナンスに対し新たな政策形成と普及に働く「クリティカル・

マス」の創出を可能にするか否かが中心的課題と言える。言い換えれば、ジェンダーの主流化や

マイノリティの主流化を促進し、住民参加の新たな地域コミュニティ形成につながる施策と実践

に働くか否かが最も注目すべき点と言える。ジェンダーの主流化に関しては、実践的ジェンダー

ニーズを踏まえて、非対称なジェンダー関係の是正に働く戦略的ジェンダーニーズがいかに政策

形成され実践に付されるかという点が重視される。

　ケーララ州は経済発展に過度に依存せず、高い社会指標を達成した開発を実現してきたことか

ら、「ケーララ・モデル」と呼ばれ、国際開発研究者や実践者に長く注目されてきた点は周知の

通りである。特に女性や乳幼児関連指標で、インド国内平均と著しい対照をなし、女性や年少者

の福祉に有意な社会開発のモデルとみなされてきた。この達成の背景として、キリスト教宣教師

活動による近代化の影響、母系制ナーヤル・カーストの存在、植民地期藩王による開明的開発政

策、不可触民カーストの地位向上運動、共産党政権による民衆を巻き込んだ多くの改革などが挙

げられる。
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　この大きく喧伝されたケーララ・モデルは、70年代の土地改革を最後に主だった動きが滞る中、

経済停滞と失業率の増加により、90年代に入り再考に付されはじめ、これが独自の分権化導入を

後押しすることになる。再考過程で指摘された問題で大きな位置を占めたのが、ケーララ・モデ

ルの最大特徴の一つでもあった女性や年少者の社会指標や経済指標の低下である。国内比較では、

人口性差、教育や就職機会における制約、土地所有や土地相続における女性の相対的優位を示し

ているが、以下の点において深刻な地位の低下が指摘される。まず第一に、一貫して女児優位で

あった出生数・性別比が圧縮されている点である。さらに労働力率、意思決定、土地所有名義、

DV、行動の自由度、法的リテラシー、政治参加、性別賃金格差、女性に対する犯罪の増加、ダウリー

の浸透などが指摘され、ケーララの「ジェンダー・パラドックス」を構成している。この問題は、

ジェンダー規範、つまり男女不平等を維持させる封建的家父長制が維持されており、これまでの

社会改革が性差を是正する上で限界があったことを示している［Integrated Rural Technology 

Centre 2004］。

　上のような問題を踏まえ同州の分権化に際しては、まず経済社会的後進性を含め不利な立場

にある集団の改善が強調され、Component Planとして位置づけられた。ST、SCに対しては、

Tribal PlanとSpecial Component Planを、さらに女性向けのWomen Component Plan（WCP）

を創設している。さらにパンチャーヤト開発報告書作成を義務づけ、歴史的な女性の地位の検討、

雇用状況・問題、女性への暴力などについての独立章を設けることが求められている。プロジェ

クト申請に関しては、ジェンダーに与える影響についても言及しており、女性たちが単に受益者

にとどまらず、開発の積極的な担い手になるよう保証されている。そのためにWCPは、自助グルー

プを通して資金を下すことで、ローカル・プラニングにより多くの女性参加を促している。これ

は女性の政治的エンパワーメントの文脈で、国内でも初めての試みである。

　分権化を有効視する前提条件として、地域における政策決定により住民選好に合致したサービ

ス提供で福祉が最大化される点についてすでに述べた。これは地域住民の意向にこたえるだけで

はなく、地域の自然資源の効率的利用においても、地域レベルの計画が必須である。民主的分権

化は、実施上の効率性に関しても、開発プロセスが参加型であり透明であることが重要である。

さらにここから期待されるのが「社会資本」のさらなる利用である。地域には、信頼と規範によ

り枠づけられた行動に基づいた個人的関係、小集団やコミュニティのネットワークが存在し、こ

れを活用することが重要視されている。このように分権化は、旧来の代議的、技術官僚的民主制

に対し、住民の平等、市民権の質的向上を通して、州制度を変革することが必須の課題である。

第二章　政治参加と女性枠をめぐる議論

　歴史的に見たインドの国家・ローカルレベルの意思決定における女性の参加はきわめて低かっ

た。ガヴァナンスへの参加が不十分で、数名の女性議員の存在は常にあったが単なる名目的なも

のにとどまった。これが女性の政治制度に参加する上での社会的、政治的かつ経済的制約を見え
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にくくさせ続けた。その意味で、多元的かつ複合的な国家であるインドにおける権力分配の不平

等是正に関する政府と社会の課題は、数世紀にわたって形成されてきた行動、制度、文化、社会

における制約の克服にかかっているといえる。

　しかし最近の研究では、政治経験や条件が不十分でありながら、クリティカル・マスとしての

女性議員の存在が、パンチャーヤトの機能により良く働いているという指摘がなされている。単

なる数の増加だけではなく、権力関係の実質的なシフトが認められ、マイノリティが初めて組織

や制度の資源を用いて環境改善を可能としているとする。公的領域では、まだ女性を能力ある積

極的な参加者として、特に非識字や下層出身者に対し受け入れようとしない態度はある。男性の

場合は積極的参加が当然視されるのに対し、女性の場合は例外としてみなされる［Buch 2005］。

その意味において、クリティカル・マスが十分か否かについての議論もある［John 2007］。

　女性枠をめぐる議論として、エリート層や上位カーストの男性政治家の女性家族が占有する

問題や、フェミニストが政治権力を振るうことで生じる状況変化に対する男性からのバックラッ

シュ、などがあげられる。また、クォータ制で選出される女性は能力不足という根強い不信感が

あり、逆に慈善票で信用を落とされる能力ある候補者の問題も指摘されている。一方で、クリティ

カル・マスとして女性が政治に参加したことで、女性の私的領域における負担（子供のケア、水

道、衛生）を軽減させる計画実施上の役割を果たし、家庭内領域における女性の地位を高めたと

する指摘もある。十分に民主的な手続きも、ジェンダー関係における民主化を自動的に促進させ

ることはなく、各委員会レベルでの意思決定にジェンダー権力関係は影響する。女性のニーズが

往々にして政治的問題としてとらえられず、制度やシステムを導入しても、ジェンダー関係や権

力の家父長的構造は変わらない。ここで必要とされる女性のエンパワーメントは、持続可能な人

間開発の重要な一部である。資源にアクセスしコントロールすることが可能となるよう、ジェン

ダー格差を持続させる家父長制と社会制度を変化させることが重要である。

　しかしジェンダーの主流化の観点から、女性の政治参加には課題が多い。低い教育水準、公的

領域における行動規制を持つ社会規範という理由で、まだまだ途上にある。女性クォータ制を肯

定する主張は、格差の中にあった女性の政治的エンパワーメントの意義をまさにそこに見ようと

する。批判派は、プロクシー（有力者の代理）の問題を指摘し、エリート層の再生産に警告を発

する。

　ケーララの開発は、旧来の経済発展モデルから一線を画する形で始まった。経済成長は低調で

も、適切な分配戦略で基本的ニーズは満たされうるという考えだ。しかし社会開発の達成では突

出していたケーララも、製造部門では同様の達成を見ず、深刻な経済不況を経験し、これが分権

化導入の大きな理由となった。このケーララ・モデルの中で強調されたのが教育と公衆衛生とい

う社会開発の側面で、これらを担うことになった女性が家庭内に位置付けられ、女性の労働を見

えにくくさせその結果地位低下につながったとされる。

　以上みたように女性の政治的プレゼンスの低さという問題からも、1994年のケーララ州パン

チャーヤティ・ラージ条例を踏まえ実施された1996年のPeople’s Plan Campaignは民主化とジェ
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ンダー公正の主流化をローカル・ガヴァナンスと開発にもたらす意義は大きいと言える［Devika 

2005］。特に予算の10％をWCPとして配分することを義務づけたジェンダー統合策は、注目をひ

く。

　ケーララ州の分権化をめぐる最近の研究レビューは、以下のような評価を示している。

―基本計画と参加型実施は行われている

―参加型包摂プロセスが生じ、開発パーフォーマンスにかなり有意な影響を与えている

―積極的な社会的包摂により、過去に類を見ないほどの参加がSCや女性により果たされた

―タースクフォースに関しても女性のプレゼンスが見えるが、参加度は低い

―収入や雇用を改善する上での便宜提供にパンチャーヤトは貢献している

―上部意思決定機関になるにつれて、女性の包摂は減少する

　またケーララ州の分権化における主要な達成が、戦略的ジェンダーニーズの実現に向けて

WCPを導入した点にある。プロジェクトが、女性固有のニーズを考慮した意思決定にむけてそ

れに適したアプローチを作り出すことにあった。さらに安全を保障し、モービリティを高め、文

化的介入を増し、男性支配を軽減させ、男女平等を保証すべくWCPは支援介入を提供すること

をねらいとした。

　一方での限界については、Eapan＆Soyaが以下を指摘している［Eapan&Soya 2005］。

―意図的なジェンダー関係変更を迫る計画過程が想定されていない

―ジェンダー視点から、効果的に介入するリソースパーソンの能力/利用可能性においてかなり

制約がある。女性議員が役割遂行を果たすには、社会経済的背景から準備不足である。ワーキ

ンググループでジェンダーについて議論を助け、女性の職業的可動性を高めるプロジェクト形

成をし、ジェンダー戦略を強化することを促したはずのKSPやDRPとして女性を加えた特別な

努力は、十分成功したとは言い難い。

―女性がより多くのジェンダー公正を実現するための具体的なプロジェクトを導き出す革新的ア

イディアに困難があるのが主要な問題であり、ジェンダー意識化が不十分である。態度変化を

困難にする性別役割に関する浸透した規範が障害となるが、このためのジェンダー分析枠組み

が問題析出に必須である。

―女性を従属させる社会構造/制度は　女性の再生産経済における女性の役割が当然視されてい

るというところにある。よって自治体内の民主制は、資源のコントロールなど重要分野におけ

る既存のジェンダーギャップが改善されるべく、意思決定において女性が平等なパートナーや

参加者になった時に真の意味での目的が達成されたことになる。女性たちが、差別や収奪、暴

力のない、行動の自由、より多い労働参加、専門的職業的教育へのアクセスなどが得られるべ

きである。この民主制を培う政党は意思決定の地位に女性を組み込む必要がある。

　さらに女性NGO・SAKHI ３）による指摘は、ローカル・プラニングと女性枠が、個々の女性
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の能力向上を果たしながら、ジェンダー関係変化に関する望ましい結果をもたらさず、その原因

として以下に掲げるジェンダー格差や女性の家事負担が強調されている［Vijayan2006］。

―私的資産を持たない女性

―女性の家事を軽減するために、エネルギー効率の良い料理用燃料の配慮、飲み水の確保が必要

―高度に政治化された州で政党と労働組合があるにもかかわらず、女性は担い手として政治的プ

ロセスの一部となりえていない

―クトゥンバシュリ運動やSHG活動は女性の公的領域での行動や可視性を高めたが、文化的活動

への参加は限られている

―WCP導入後10年経過し、いくつかのパンチャーヤトでは女性のために支出したと主張するが、

女性の地位に主だった変化をもたらさなかった

　多くの研究は、ジェンダーを分権化の計画プロセスに組み込み、女性の特定のニーズを主張す

るようなより適切なWCPの形成を提案し、女性議員のトレーニングや能力開発の必要性を、ま

たジェンダーに配慮した社会環境を作り、女性の家事負担を減らす必要性を強調している。

　女性枠を通じて選出された女性議員は、初めての経験であり、５年間は大方職務に慣れること

や技術や問題習得についやされる。男性中心の環境で男性議員にみられるように政治課題化する

ことと権力行使は、女性の自立的思考や意見表明を妨げる。女性はパンチャーヤトに適切な知識

やスキルを獲得するが、より広い政治的領域で実践できるようなスタイルを獲得できない。政党

がしばしば彼女らをコントロールし、開発問題に独自にかかわることが不可能であるとの指摘も

ある［Chathukulam2000、Devika2005］。このように留保枠だけでは女性の政治的可視性を保証

するには不十分であり、より根本的な変化が女性にとって活動しやすい政治環境を作り出す上で

必要となる。

　一方でかつて大衆運動や政治フォーラムで経験のある女性議員は、政治プロセスにおいてより

分別があり熟練している。フォーラムへの女性の参加は増加し、女性の問題を主張する試みもあ

る。よって政策形成と実施におけるジェンダー平等の次元での成功は、以下の三要素の相互作用

にかかっている、つまり、１．政界と市民社会におけるジェンダー平等に関するロビイング、２．

フェミニスト政治家の信頼性、３．ジェンダーに関するコミットメントを実行する州政府の能力

である。しかし研究者の多くは、女性のローカル・ガヴァナンスへの取り込みとクトゥンバシュ

リの一部としての自助グループ（SHG）の拡大はケーララのジェンダーポリティクスの未来に大

きな意義を持つ二大事象であることを認めている。

　州自治局もローカル計画プロセスにおける不十分さ、特にジェンダーに関して対応してきた。

各パンチャーヤトでの、参加型の女性の地位調査の必要性が受け止められている。それを義務化

することで、地域固有の女性・ジェンダー問題を理解し、それに基づいてプロジェクトを開発す

ることが可能となる。女性のグラム・サバーへの参加を向上させ、テーマごとの部会から二人選

出されるうち一人を女性にするなどジェンダー問題を議論できる条件整備も試みられている。一
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般プロジェクトに関しても、特別の配慮が女性になされるべきものとされている。SHGのような

女性組織は自治体や区自治組織に加えられ、ADSやCDSにみられるパンチャーヤトの調整組織

が設置された。州女性委員会にならったジェンダー監視室（JS）が各パンチャーヤトに設置され、

女性に対する暴力の問題の対応と予防を扱っている。ジェンダー研修が女性議員のみではなく、

一般男女にも開かれ、KILAによってハンドブックも作成された。

　このように女性枠やWCPの導入により、女性は家から出る機会を得て、選挙に立候補し、パ

ンチャーヤト三層のリーダーとなり意思決定に参加するようになった。しかし州議会議席に占め

る女性の割合は10％以下であり、政党や労働組合の意思決定にあずかれる割合も低いことが、今

後取り組まれるべき課題として横たわっている。

第三章　女性議員のジェンダー意識調査と分析

　ここでは、2009年にケーララ州計画委員会が実施した女性議員のジェンダー意識に関する調査

結果を概略的に示し、女性議員の属性や職務環境を明らかにする。この調査は、2005年の選挙で

選ばれた7000人の女性議員のうち891人が対象となり、14県139自治体すべてを網羅する、既存の

調査で最大のものである4）。以下に、①社会経済政治的属性、②ジェンダー認識、③ジェンダー

問題提起、④女性問題解決・調停、⑤WCPプロジェクトの批判的考察、⑥制約、についての調

査結果を示し分析を行う。

①社会経済政治的属性：カースト・婚姻・教育・就業・政党所属に関するデータ

―50％以上が後進カースト出身、30％弱が上位カースト、SC/ST　13％

―87％既婚者、26-45歳が最大

―教育が夫以上で、36％がSSLC合格レベル

―90％が新聞を定期的に読むが、実践的知識・経験で男性に劣る

―16％が職業を持つが、残りは非就業である

―75％が左翼政党所属で、特にCPIMは議席の43％を占める。無所属も１％

②ジェンダー認識：男性支配と女性の従属、資産所有、男児選好、政治参画への障壁、性教育の

必要性、ダウリー慣行など

―都市に住む学歴の高い未婚女性ほど、自治体や他組織での活動経験があり、ローカル・ガヴァ

ナンスで上位議会に属し、よく訓練されておりジェンダー認識・態度とも高いスコアを示す

―若年議員ほどジェンダー認識・態度で高い数値を示すが、意識面で高いのは高齢議員

③ジェンダー問題の提起：良妻賢母的社会規範と、既存の家父長制イデオロギーにより、フェミ

ニスト的ビジョンからの逸脱
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―選挙公約にあげられるのが、道路敷設、飲料水、住宅供給、電気などで、女性の雇用や能力開

発、農業、教育、健康に関しては少ない

―ローカル・プラニング作業委員会への女性議員の参加が少ない、特に「良きガヴァナンス」委

員会において低く、「女性と子供」委員会は比較的ましだが低い

④女性問題解決・調停

―女性であることで女性住民が、家族や近隣問題、受けられる行政サービスについて相談しやす

く、問題解決に大きな役割を果たす。

―女性議員とジェンダー問題監視室（JS）の存在は、女性への暴力を軽減する役割を果たす

―問題発生時には、外部のサポートを必要とし、政党、同僚議員、夫や家族、友人、ボランティ

ア組織、クトゥンバシュリ、JS職員などの順である

⑤WCPプロジェクトの批判的考察

―戦略的ジェンダー課題を強調できず、控えめの達成にとどまる。

―開始初年度（1997-98）での配分は4.3％にとどまったが、以後2007-08年度では12.8％へ急上昇し、

2009-10年度では14.8％に達し　初年度Rs.1735.0crsから4884.3crs（2008-09）に増加した。

―３年間の実施状況を見ると、生産・インフラ・サービス部門のほかに、必須部門も組み込ま

れていた。自治体891人の女性議員により、2006-07年669プロジェクトが実施されRs.24.71crs、

2007-08年度は1239プロジェクト、Rs.56.39crsに上昇した。

　実施されたプロジェクトは、性別役割分業上の女性領域にかかわるものが多かった。

―SHGによる土地のリースを利用した農業は期待される活動分野であるが、機械もふくめて政府

の支援が必要。

―クトゥンバシュリー・ミッションの支援による月ごと季節ごとのマーケットが、男性に占有さ

れていた商業領域での女性の可動性を高める機会となる。

―戦略的ジェンダーニーズより実践的ジェンダーニーズを好む傾向がある。場合によっては、境

界があいまいで、バスセンターへの公衆トイレの設置が、女性の可動性を高め、戦略的ジェン

ダーニーズにつながる可能性がある。

―自治体でより高いジェンダー意識と態度を持つ女性議員により提案・実施されたWCPプロジェ

クトは、低収入の女性の経済的地位改善をもたらした。

⑥制　約

「家庭」

―50％が家庭にケアを必要とするメンバーを抱える

―夫の職業遂行補助

―家事全般を担当する上での遂行不十分
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―33％以上が経済的問題を抱え、他の職業を持つ

―学齢期の子供に悪影響

―家庭内での役割が選択的、男性は食事づくり以外はすべてにかかわる

―３分の１の議員の夫は、食事づくり、食器洗い、洗濯など家事をよく手伝う。また娘や他の女

性家族メンバーも同様である

「社　会」

―３分の２が新人で、最初の数か月は職務をうまく遂行できない

―財源不足や技術的要因から、住民の問題や要求に十分対応できない

―対立関係にある政党や落選候補者のいやがらせをうける

―調停者としての役割に対し、不利益を被る側から脅しをうける

―社会的経済的劣位にあるため無視される。

「地　域」

―低いグラムサバーの出席率

―プロジェクト遂行に不十分な財源、力不足の自治体

―便義を受ける女性の忍耐力不足

―男性議員が支配的なパンチャーヤト、女性議員の非協力で、女性関連プロジェクトに関する委

員会開催の困難

―旅費支出不可能

―パンチャーヤトガイドラインや関連の政令に関する知識不足、特に変更点について、役人が非協力

　上の結果が指し示すものは、まず第一に女性枠が女性に巨大な政治的スペースをもたらし、ロー

カル・ガヴァナンスにおける政治的リーダーシップの女性化により、女性のニーズや優先事項が

主張される場が開かれたことである。一方で、ローカル・プラニングが女性枠の導入によりいか

にジェンダーセンシティブになりえたかについて結果はあまりポジティブなものではない。しか

し、過去にガヴァナンスに関し経験を持つ女性たちが、ポジティブな変化をみせていた。また女

性によるすべての領域への参加が増加し、女性問題を主張する試みが見える。

　最後に、分権化策導入後15年間のローカル・プラニングに対し、女性議員が問題提起する能力

が増したかが焦点となるが、課題として以下の点が指摘されよう。

　⑴　パンチャーヤット法と地域ガヴァナンスに関する能力開発のさらなる必要性 

　⑵　男女議員を含めて、ジェンダーに配慮した環境で女性が行動できるような社会の広い意識

化が必要５）

　⑶　さらに、女性が安心して外出し活動できるようなインフラ整備（保育所、高齢者ケア施設、

安全な炊事燃料と飲料水）を提供することが必須。
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おわりに

　2009年の州計画委員会による女性議員対象の大規模調査結果は、筆者が2008年に実施したＴ県

調査結果［喜多村2011］と多くの項目で同様の傾向を示すものであった。また分権化推進のレベ

ルでは大きな格差が横たわるグジャラート州の調査結果の予備的考察からも、女性議員の職務遂

行における制約について同様の問題点が示されている。

　この全般的な調査結果が示す特徴として、特に学歴が高く、再選議員で、現在あるいは、過

去に民間/コミュニティの組織活動の経験がある女性議員ほど、ジェンダー認識において高いス

コアを示すという点である。しかし、ジェンダー開発やWCPプロジェクト創出に関しては、戦

略的ジェンダーニーズの策定・実施において課題が残った。それにもかかわらず、こういった

WCPプログラムは、自助グループや協同組合を通してのコレクティブアクションを促進するこ

とで、女性コミュニティを強化している点は高く評価されよう。

　筆者の地域調査からもいえることだが、女性議員は、一般的に、戦略的ジェンダーニーズより

まず実践的ジェンダーニーズを満たすことを優先するように思われる。一方で、女性議員の意識

調査から、戦略的ジェンダーニーズと実践的ジェンダーニーズの明快な区別に基づいたローカル・

プラニングが困難である様が浮上した。これに関しては、関連NGOが提案し州政府にも推奨さ

れるパンチャーヤトごとのジェンダーの地位調査の実施が望まれる。

　今後の研究課題としては、筆者が聞き取りを通して進めている女性議員やWCP参加女性の

「エージェンシー」６）生成のプロセスに関する分析である。女性のローカル・ガヴァナンスへの

十全な参加は、制約を明らかにするだけでは不十分であり、女性たちがどのような自己内省や周

囲関係者、また関係機関とのインタラクションを通してエンパワーされエージェンシーを生成さ

せるかが重要検討課題として横たわっている。

注

１）この調査は、「人間開発に向けた州計画のジェンダー化」に関して、UNDPとケーララ州計画委員会

のサポートにより実施された。ケーララ州計画委員会、特に担当責任者であるDr.M.Eapanさんには、

報告書の入手とともに、分析に関する知識提供でお世話になったのでここに記して感謝する。

２）ケーララ州のパンチャーヤティ・ラージ制は、2009-10､ 2010-11年度のパンチャーヤティ・ラージ省

から最優秀パンチャーヤト賞を与えられた。詳しくはTheHindu（April2 2011）を参照。

３）女性資料センター（ティルヴァナンタプラム市）。州分権化策導入後、SDC CapDeck（スイス開発

協力庁の「ケーララ州における分権化のための能力開発」プログラム基金による時限付きNGO）と

共催で、女性議員支援を集中的に実施してきた女性NGO。パンチャーヤティ・ラージ制、議員、ジェ

ンダー予算、など主要なハンド・ブックやマニュアルを出版。女性議員向けトレーニングには、ガ

ヴァナンスと開発政策、健康、暴力とジェンダーなどが含まれる。数村に女性プロジェクトとして

Jagratha Samithi（ジェンダー監視室）の設置と指導を行っている
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４）ケーララ州における地方議会数は以下に示す通りで、合計1223である。

　　グラム・パンチャーヤト　　  999

　　ブロック・パンチャーヤト　  152

　　県パンチャーヤト　　　　　　14

　　ミューニシパリティ　　　　　53

　　コーポレーション　　　　　　  5

　　先行調査の限界として、ほとんどが部分的記述、かつ９次10次計画年度にとどまるという点である。

この全国調査の特徴は、農村と都市も含め2005年地方選後行われた調査で最大であること、多くの

修正が分権化プロセスとWCPに加えられた11次計画年度で実施されたという点にある。

５）2010年の選挙で選出された議員に対し州行政研究所KILAが実施するトレーニングに、今期初めて 

ジェンダー・センシティヴィティ・トレーニングが含まれた。

６）本稿における「エージェンシー」概念については、喜多村［2004］を援用する。また「社会変革に

働く生成力」（ギデンズ［1986］）、「社会全般における意思決定への直接参加に必須の個人の自己選

択を可能とする自己啓発の場」（Gould［1986］）、さらに「被害者としての女性の位置から脱し自尊

心を回復し、十全で積極的な市民として置きなおす能力（Lister［1997］）を参照。
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